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県土第 ０３－６５号 

令和２年６月１９日 

各発注機関の長 様 

三重県県土整備部理事 

（三重県公共事業総合推進本部副本部長） 

新型コロナウイルス感染症に係る工事及び業務の対応について（送付） 

新型コロナウイルス感染症に係る工事及び測量・調査・設計等の業務（以下「工事

等」という。）については、「新型コロナウイルス感染症に係る緊急事態措置の解除後

における工事及び業務の対応について（送付）」（令和２年５月２９日付け県土第０３

－５６号）により、適切な対応お願いしているところです。 

今回、新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針（令和２年３月２８日（令

和２年５月２５日変更））（以下「対処方針」という。）に基づく都道府県を跨ぐ移動の

制限解除等を受け、一部対応について変更がありますので、下記により、引き続き、

適切な対応を行っていただきますようお願いします。 

「新型コロナウイルス感染症に係る緊急事態措置の解除後における工事及び業務

の対応について（送付）」（令和２年５月２９日付け県土第０３－５６号）については

廃止します。 

また、対処方針において、緊急事態宣言が解除された後も、基本的な感染防止策の

徹底等を継続する必要があり、「三つの密」の回避や「人と人との距離の確保」「マス

クの着用」「手洗いなどの手指衛生」など、感染拡大を予防する「新しい生活様式」を

社会経済全体に定着させることに加え、事業者において、業種ごとに策定される感染

拡大予防ガイドライン等が実践されることも重要であるとされています。このことを

踏まえ、国土交通省がとりまとめた「建設業における新型コロナウイルス感染予防対

策ガイドライン（令和２年５月１４日版）」及び内閣官房の新型コロナウイルス感染

症対策ホームページにおいて公表されている業種ごとの感染拡大予防ガイドライン

も参考としてください。

なお、県内各市町には当方より送付していることを申し添えます。 

記 

１． 施工中の工事等における新型コロナウイルス感染症に係る一時中止措置等の

対応について 

緊急事態宣言が全ての都道府県において解除されましたが、引き続き、施工中の工

事等における新型コロナウイルス感染症に係る一時中止措置等の対応を継続します。 

新型コロナウイルス感染症の罹患や学校の臨時休業等の感染拡大防止措置に伴い

技術者等が確保できない場合、また、これらにより資機材等が調達できないなどの事

情で現場の施工を継続することが困難となった場合の他、受注者から一時中止や工期

又は履行期間の延長（以下「一時中止等」という。）の申出があった場合においては、

一時中止等を希望する期間のほか、受注者の新型コロナウイルス感染症の感染拡大防

止に向けた取組状況、地方公共団体からの活動自粛要請等の事情を個別に確認した上

【別添】 
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で、必要があると認められるときは、特段の事情がない限り、受注者の責によらない

事由によるものとして、工期の見直し及びこれに伴い必要となる請負代金額の変更、

一時中止の対応等、適切な措置を行うようお願いします。 

これらを含めた今後の工事等の対応については、引き続き、受発注者による協議を

行い、適切な対応をお願いします。 

なお、新型コロナウイルス感染症拡大防止を徹底するためにも、新型コロナウイル

ス感染症の感染者及び濃厚接触者（以下「感染者等」という。）が工事等で発生した場

合は、当該工事等のみならず、当該受注者が本県と契約中の全ての工事等について、

一時中止の措置を検討する対象とします。 

また、工事等の一時中止等を行うこととなった場合は、資料１の「新型コロナウイ

ルス感染症の拡大防止対策の状況に関する情報提供について」（令和２年３月６日付

け県土第０３－２１１号）により、建設業課まで情報提供をお願いします。 

  

 

２． 施工中の工事等における新型コロナウイルス感染症の拡大防止措置等につい

て（一部更新） 

 

施工中の工事等における新型コロナウイルス感染症の拡大防止措置等については、

以下を踏まえ、受注者に対しては、資料２の工事打合せ簿又は委託業務打合せ簿（資

料２＿打ち合わせ簿ファイル参照）により、指示などをしていただき周知徹底を図る

ようお願いします。今後発注する工事等については、資料３の特記仕様書（令和２年

５月１３日付け県土第２８－１９号）を作成しましたので適切な取扱いをお願いしま

す。 

なお、令和２年４月２２日付け県土第０３－２５号の通知に基づき、既に受注者へ

指示済の場合は改めて通知は不要とします。 

また、工事等における「三つの密」の回避等に向けた取組などの感染症の拡大防止

対策については、資料４のチェックリスト（令和２年４月２８日付け事務連絡）（熱中

症のリスクを考慮し一部改正あり_令和２年６月１９日）を参考に受発注者で協議し

ていただき、施工・業務計画書に反映させて、元請企業のみならず、下請企業等（警

備業者等の建設業者以外の企業を含む。以下「下請企業等」という。）においても、確

実に実施されるようお願いします。 

 

（１）公共工事の円滑な施工確保を図る観点からも、施工中の工事等の現場のみなら

ず関係する受発注者の会社・事務所等においても、現場状況などを勘案しつつ、

アルコール消毒液の設置や不特定の者が触れる箇所の定期的な消毒、手洗い・う

がいなど、感染予防の対応を徹底するとともに、受注者を通じてすべての作業従

事者等の健康管理に留意するようお願いします。 

 

（２）新型コロナウイルス感染症については、特に、①密閉空間、②密集場所、③密

接場面という３つの条件（以下「三つの密」という。）が同時に重なる場では、感

染を拡大するリスクが高いと考えられています。また、これ以外の場であっても、

人混みや近距離での会話、特に大きな声を出すこと等にはリスクが存在すると考

えられています。 

建設工事の現場等では、多人数での作業や打合せをはじめ、三つの密が生じか

ねない場面も想定されることから、元請事業者をはじめ、下請事業者や技能者等、
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施工に携わるそれぞれの立場において、極力、三つの密を回避する対策やその影

響を最大限軽減するための行動がなされることが重要です。 

特に、建設現場等における朝礼・点呼や現場事務所等における各種の打合せ、

更衣室等における着替えや詰め所等での食事・休憩など、現場で多人数が集まる

場面や密室・密閉空間における作業などにおいては、他の作業員と一定の距離を

保つことや作業場所の換気の励行など、三つの密の回避や影響を緩和するための

対策に万全を期す必要があります。（資料５の建設現場「三つの密」の回避等に向

けた取組事例を参考としてください。） 

これらを踏まえ、施工に伴う三つの密の発生が極力回避されるとともに、やむ

を得ず必要な場合においてもその影響緩和のための対策が徹底されるよう適切な

対応をお願いします。 

 

（３）工事等の関係者の移動にあたっては、「新しい生活様式」を心掛け、感染拡大防

止の徹底など、引き続き、適切な対応をお願いします。 

 

（４）受注者が、追加で費用を要する感染拡大防止対策を実施する場合には、受発注

者間で設計変更の協議を行ってください。その上で、個別の現場に係る感染拡大

防止のために必要と認められる対策については、受注者による施工計画書又は業

務計画書への反映と確実な履行を前提として、設計変更を行い、請負代金額又は

業務委託料の変更や工期又は履行期間の延長を行ってください。 

   なお、元請企業が行う感染拡大防止対策に係る費用のみならず、下請企業等が

行う同費用についても、受発注間での協議対象となります。 

 

設計変更の対象とする感染拡大防止対策に係る費用（例） 

＜共通仮設費＞ 

●労働者宿舎における密集を避けるための、近隣宿泊施設の宿泊費・交通費 

●現場事務所や労働者宿舎等の拡張費用・借地料 

※いずれも、その後の積算における現場管理費率や一般管理費等率による

計算の対象外とする。 

 

＜現場管理費＞ 

●現場従事者のマスク、インカム、シールドヘルメット等の購入・リース費

用 

●現場に配備する消毒液、赤外線体温計等の購入・リース費用 

●遠隔臨場やテレビ会議等のための機材・通信費 

※いずれも、その後の積算における一般管理費等率による計算の対象外と

する。 

なお、ここに掲げる例のほかにも、感染拡大防止のために必要と認められる

対策については、設計変更を行うことを妨げません。 

 

（５）施工中の工事等について、感染者等があることが判明した場合は、資料６のフ

ロー図（退院基準の見直し等に伴い一部改正あり_令和２年６月１９日）に基づ

き、速やかに受注者から発注者に報告するなど、所要の連絡体制の構築を図って

いただくとともに、都道府県等の保健所等の指導に従い、感染者等の自宅待機を

はじめ、適切な措置が講じられるようお願いします。 
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３． 新型コロナウイルス感染症対策に伴う監理技術者等の取扱いについて 

 

監理技術者等の取扱いについては、資料７の「新型コロナウイルス感染症対策によ

る学校等の臨時休業に伴う監理技術者等の取扱いについて」（令和２年３月４日付け

県土第０３－２０９号）により取扱うこととします。 

（主な内容） 

・主任技術者又は監理技術者の「専任」の明確化について 

・監理技術者等の途中交代について 

・恒常的な雇用関係の取扱いについて 
 

 

４． 新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止に向けた工事等の入札等の手続き

について（一部更新） 

 

（１）今後公告する全ての工事等について 

工事等の競争入札参加資格条件や総合評価方式の評価項目として設定している

工事（業務）実績、手持工事（業務）件数については、資料８の「新型コロナウイ

ルス感染症の感染拡大防止に向けた工事及び業務の入札等の手続の対応について」

（令和２年３月５日付け県土第２６－３４号）により取扱うこととします。 

 

（２）総合評価方式におけるヒアリングの設定について 

総合評価方式で発注する工事等においては、ヒアリングを設定しないこととしま

す。 （令和２年３月２３日付け県土第０３－２２９号による。） 

 

（３）総合評価方式の暫定運用について 

人権に関する取組実績及び各団体が発行する CPD の取得実績については、資料

９の「新型コロナウイルス感染症の拡大防止対策の影響に配慮した総合評価方式の

暫定運用の変更について」（令和２年６月１５日付け県土第２６－９号）により取扱

うこととします。 

 

（４）工事等における納税証明書及び納税確認書の取扱いについて 

新型コロナウイルス感染症の影響により地方税法等の一部が改正され、徴収の猶

予の特例制度が施行されたことにより、徴収猶予の特例を適用されている期間中ま

たは、特例の適用を申請中の入札参加者にかかる納税確認書、納税証明書提出につ

いては、資料１０の「建設工事等入札における新型コロナウイルス感染症の影響に

伴う納税確認書及び納税証明書の取扱いにかかる周知について」（令和２年５月２

７日付け県土第０３－５３号）により取扱うこととします。 

 
 

５． 工事請負契約における中間前金払に係る認定の迅速かつ円滑な実施について 
 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止に伴う工事の一時中止措置等に伴い、建

設企業の資金繰りに支障が生じることのないよう、受注者である建設企業の意向も踏

まえ、資料１１の「工事請負契約における中間前金払に係る認定の迅速かつ円滑な実

施について」（令和２年３月１９日付け県土第０３－２２６号）より、できる限り速や

かに前金払を行うなど、中間前金払の迅速かつ円滑な実施に努めるようお願いします。 
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６． 新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止に向けた工事等に係る打合せ、検

査等の対応について 

 

（１）受注者（現場代理人、監理技術者等の関係者）との工事等に係る打合せ等の実

施にあたっては、設備環境の整備状況等を踏まえ、可能な限り、電話やテレビ会

議（WEB 等）などを活用するなど感染拡大防止に向けて受発注者間で協議の上

適切に対応してください。 

 

（２）受注者との工事等に係る検査の実施にあたっては、上記（１）と同様の対応と

します。 

なお、契約書の条項等※による検査時の受注者の立会いについては、受発注者

間で協議の上、電話やテレビ会議（WEB等）などをもって行うことができるも

のとします。 
※契約書の条項等：建設工事請負契約書の条項、設計業務等委託契約書の条項 

維持業務委託契約書の条項等、三重県建設工事検査規則 

三重県公共工事共通仕様書、三重県業務委託共通仕様書 

 

（３）検査時に監督員は、検査に出席した受発注者双方及び検査員の全員の氏名を確

実に記録（様式自由）に残していただくようお願いします。 

なお、現場で臨場した作業員等も含みます。 
 

 

事務担当： 

建設業課    入札制度班    ０５９－２２４－２７２３ 

 技術管理課   技術管理班  ０５９－２２４－２９１８ 

公共事業運営課 総合評価班   ０５９－２２４－２６９６ 



【資料１】 

県土第０３－２１１号 

令 和 ２ 年 ３ 月 ６ 日 

各発注機関の長 様 

三重県県土整備部長 

（三重県公共事業総合推進本部副本部長） 

新型コロナウイルス感染症の拡大防止対策の状況に関する情報提供について 

（依頼） 

このことについて、令和２年３月３日付け県土第２８－１１４号「新型コロナウイルス感

染症の感染拡大防止に向けた工事及び業務の一時中止措置等について（送付）」において、

連絡させていただいたところです。 

今後は、上記の通知を踏まえ、新型コロナウイルス感染症の関係で、工事等の一時中止 

若しくは工期延期等を行うこととなったものがありましたら、別添報告様式にて情報提供

をしていただくようお願いいたします。 

なお、県内各市町には当方より送付していることを申し添えます。 

事務担当：建設業課  入札制度班 

  電 話：０５９－２２４－２７２３ 

【別添報告様式を変更しました。
　新様式にて報告をお願いします。】 



②工事名
③対策の実施
を決定した日

④一時中止
の有無

⑤工期延期
の有無

⑦工期末
（延期前）

⑧工期末
（延期後） ⑨備考（可能であれば、対策の実施理由等を記載願います）

〇〇事務所 ××土建株式会社 ●●工事 2020/●/● ● ● 2020/●/● ～ 2020/●/● 2020/●/● 2020/●/● 資材等の入札困難のため

2020/●/● 2020/●/● ～ 2020/●/● 2020/●/● 2020/●/●

2020/●/● 2020/●/● ～ 2020/●/● 2020/●/● 2020/●/●

2020/●/● 2020/●/● ～ 2020/●/● 2020/●/● 2020/●/●

2020/●/● 2020/●/● ～ 2020/●/● 2020/●/● 2020/●/●

2020/●/● 2020/●/● ～ 2020/●/● 2020/●/● 2020/●/●

2020/●/● 2020/●/● ～ 2020/●/● 2020/●/● 2020/●/●

2020/●/● 2020/●/● ～ 2020/●/● 2020/●/● 2020/●/●

2020/●/● 2020/●/● ～ 2020/●/● 2020/●/● 2020/●/●

2020/●/● 2020/●/● ～ 2020/●/● 2020/●/● 2020/●/●

2020/●/● 2020/●/● ～ 2020/●/● 2020/●/● 2020/●/●

2020/●/● 2020/●/● ～ 2020/●/● 2020/●/● 2020/●/●

2020/●/● 2020/●/● ～ 2020/●/● 2020/●/● 2020/●/●

2020/●/● 2020/●/● ～ 2020/●/● 2020/●/● 2020/●/●

2020/●/● 2020/●/● ～ 2020/●/● 2020/●/● 2020/●/●

2020/●/● 2020/●/● ～ 2020/●/● 2020/●/● 2020/●/●

2020/●/● 2020/●/● ～ 2020/●/● 2020/●/● 2020/●/●

2020/●/● 2020/●/● ～ 2020/●/● 2020/●/● 2020/●/●

2020/●/● 2020/●/● ～ 2020/●/● 2020/●/● 2020/●/●

2020/●/● 2020/●/● ～ 2020/●/● 2020/●/● 2020/●/●

2020/●/● 2020/●/● ～ 2020/●/● 2020/●/● 2020/●/●

2020/●/● 2020/●/● ～ 2020/●/● 2020/●/● 2020/●/●

2020/●/● 2020/●/● ～ 2020/●/● 2020/●/● 2020/●/●

2020/●/● 2020/●/● ～ 2020/●/● 2020/●/● 2020/●/●

2020/●/● 2020/●/● ～ 2020/●/● 2020/●/● 2020/●/●

2020/●/● 2020/●/● ～ 2020/●/● 2020/●/● 2020/●/●

2020/●/● 2020/●/● ～ 2020/●/● 2020/●/● 2020/●/●

     【工事】新型コロナウイルス対策としての一時中止等の実施状況について

⑥一時中止の期間
①受発注者

(発注者)　　　　　　(受注者)



②業務名
③対策の実施
を決定した日

④一時中止
の有無

⑤工期延期
の有無

⑦工期末
（延期前）

⑧工期末
（延期後） ⑨備考（可能であれば、対策の実施理由等を記載願います）

〇〇事務所 ××コンサルタント ●●業務 2020/●/● ● 2020/●/● ～ 2020/●/● 2020/●/● 2020/●/● テレワークによる業務の進捗遅延のため

2020/●/● 2020/●/● ～ 2020/●/● 2020/●/● 2020/●/●

2020/●/● 2020/●/● ～ 2020/●/● 2020/●/● 2020/●/●

2020/●/● 2020/●/● ～ 2020/●/● 2020/●/● 2020/●/●

2020/●/● 2020/●/● ～ 2020/●/● 2020/●/● 2020/●/●

2020/●/● 2020/●/● ～ 2020/●/● 2020/●/● 2020/●/●

2020/●/● 2020/●/● ～ 2020/●/● 2020/●/● 2020/●/●

2020/●/● 2020/●/● ～ 2020/●/● 2020/●/● 2020/●/●

2020/●/● 2020/●/● ～ 2020/●/● 2020/●/● 2020/●/●

2020/●/● 2020/●/● ～ 2020/●/● 2020/●/● 2020/●/●

2020/●/● 2020/●/● ～ 2020/●/● 2020/●/● 2020/●/●

2020/●/● 2020/●/● ～ 2020/●/● 2020/●/● 2020/●/●

2020/●/● 2020/●/● ～ 2020/●/● 2020/●/● 2020/●/●

2020/●/● 2020/●/● ～ 2020/●/● 2020/●/● 2020/●/●

2020/●/● 2020/●/● ～ 2020/●/● 2020/●/● 2020/●/●

2020/●/● 2020/●/● ～ 2020/●/● 2020/●/● 2020/●/●

2020/●/● 2020/●/● ～ 2020/●/● 2020/●/● 2020/●/●

2020/●/● 2020/●/● ～ 2020/●/● 2020/●/● 2020/●/●

2020/●/● 2020/●/● ～ 2020/●/● 2020/●/● 2020/●/●

2020/●/● 2020/●/● ～ 2020/●/● 2020/●/● 2020/●/●

2020/●/● 2020/●/● ～ 2020/●/● 2020/●/● 2020/●/●

2020/●/● 2020/●/● ～ 2020/●/● 2020/●/● 2020/●/●

2020/●/● 2020/●/● ～ 2020/●/● 2020/●/● 2020/●/●

2020/●/● 2020/●/● ～ 2020/●/● 2020/●/● 2020/●/●

2020/●/● 2020/●/● ～ 2020/●/● 2020/●/● 2020/●/●

2020/●/● 2020/●/● ～ 2020/●/● 2020/●/● 2020/●/●

2020/●/● 2020/●/● ～ 2020/●/● 2020/●/● 2020/●/●

     【業務】新型コロナウイルス対策としての一時中止等の実施状況について

⑥一時中止の期間
①受発注者

(発注者)　　　　　　(受注者)



【資料２・打ち合わせ簿記載内容】 
 

① 工事打合簿の場合 

 

発議者  発注者 

発議事項 指示 

 

（内容） 

施工中の工事における新型コロナウイルス感染症の拡大防止措置等について 

 

・ 工事の円滑な施工確保を図る観点から、施工中の工事の現場等のみならず関

係する会社・事務所等も含め、現場状況などを勘案しつつ、アルコール消毒

液の設置や不特定の者が触れる箇所の定期的な消毒、手洗い・うがいなど、

感染予防の対応を徹底するとともに、すべての作業従事者等の健康管理に留

意すること。 

・ 新型コロナウイルス感染症については、特に、①密閉空間、②密集場所、③

密接場面という３つの条件（以下「三つの密」という。）が同時に重なる場で

は、感染を拡大するリスクが高いことから、建設現場等における朝礼・点呼

や現場事務所等における各種の打合せ、更衣室等における着替えや詰め所等

での食事・休憩など、元請事業者をはじめ、下請事業者等の多人数が集まる

場面や密室・密閉空間における作業などにおいては、他の作業従事者と一定

の距離を保つことや作業場所の換気の励行など、三つの密の回避や影響を緩

和するための対策に万全を期すこと。 

・ 感染拡大防止対策を実施するために追加で費用を要する場合又は工期の延

長が必要な場合は、設計変更の対象とするため、監督員と協議を行うこと。

ただし、感染防止対策について施工計画書に記載した上で履行することを前

提とします。 

・ 新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のため、「工事の一時中止や工期

の延長」が必要な場合には、監督員と協議を行うこと。 

・ 作業従事者等が新型コロナウイルス感染症の感染者及び濃厚接触者（以下

「感染者等」という。）があることが判明した場合には、速やかに監督員に報

告すること。また、都道府県等の保健所等の指導に従い、感染者等の自宅待

機などの適切な措置を図ること。 

  

なお、感染者等があることが判明した場合は、当該工事のみならず、当該

受注者が本県と契約中の全ての工事について、一時中止の措置を行う場合が

あります。 

 



【資料２・打ち合わせ簿記載内容】 
 

② 委託業務打合せ簿の場合 

 

発議者 発注者 

発議事項 指示 

 

（内容） 

履行中の業務における新型コロナウイルス感染症の拡大防止措置等について 

 

・ 業務の円滑な履行確保を図る観点から、履行中の業務の現場等のみならず関

係する会社・事務所等も含め、現場状況などを勘案しつつ、アルコール消毒

液の設置や不特定の者が触れる箇所の定期的な消毒、手洗い・うがいなど、

感染予防の対応を徹底するとともに、すべての作業従事者等の健康管理に留

意すること。 

・ 新型コロナウイルス感染症については、特に、①密閉空間、②密集場所、③

密接場面という３つの条件（以下「三つの密」という。）が同時に重なる場で

は、感染を拡大するリスクが高いことから、事務所等における各種の打合せ、

更衣室等における着替えや食事・休憩など、多人数が集まる場面や密室・密

閉空間における作業などにおいては、他の作業従事者と一定の距離を保つこ

とや作業場所の換気の励行など、三つの密の回避や影響を緩和するための対

策に万全を期すこと。 

・ 感染拡大防止対策を実施するために追加で費用を要する場合又は履行期間

の延長が必要な場合は、設計変更の対象とするため、監督員と協議を行うこ

と。ただし、感染防止対策について業務計画書に記載した上で履行すること

を前提とします。 

・ 新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のため、「業務の一時中止や履行

期間の延長」が必要な場合には、監督員と協議を行うこと。 

・ 作業従事者等が新型コロナウイルス感染症の感染者及び濃厚接触者（以下

「感染者等」という。）があることが判明した場合には、速やかに監督員に報

告すること。また、都道府県等の保健所等の指導に従い、感染者等の自宅待

機などの適切な措置を図ること。 

 

 なお、感染者等があることが判明した場合は、当該業務のみならず、当該

受注者が本県と契約中の全ての業務について、一時中止の措置を行う場合が

あります。 

 



県土第２８－１９号 

令和２年５月１３日 

関係所長 様 

関係課長 様 

県 土 整 備 部 理 事 

（三重県公共事業総合推進本部副本部長） 

特記仕様書の一部改正について（通知） 

このことについて、三重県の発注する公共工事等に使用する特記仕様書を下記のとおり

一部改正し、令和２年５月１５日以降起案にかかるものから適用することとしましたので

通知します。 

記 

１ 改正箇所 

特記仕様書（工事）【別紙参照】 

特記仕様書（設計）【別紙参照】 

特記仕様書（測量）【別紙参照】 

特記仕様書（地質・土質調査）【別紙参照】 

特記仕様書（用地測量）【別紙参照】 

特記仕様書（用地調査）【別紙参照】 

２ その他 

令和２年５月１５日時点での最新版の特記仕様書は以下のとおりです。 

  特記仕様書（工事） 令和２年 ５月 

  特記仕様書（設計） 令和２年 ５月 

  特記仕様書（測量） 令和２年 ５月 

  特記仕様書（地質・土質調査） 令和２年 ５月 

特記仕様書（用地測量） 令和２年 ５月 

特記仕様書（用地調査）  令和２年 ５月 

事務担当：県土整備部 

技術管理課 技術管理班 
  松本・堀出 
TEL:059-224-2918 
FAX:059-224-3290 

【資料３】



別 紙 

特記仕様書一部改正箇所 

１．特記仕様書（工事） 

  【適用条件】 

・新型コロナウィルス感染症の拡大防止措置等について徹底を図るため適用条件に

追記しました。

２．特記仕様書（設計） 

  【コ その他】 

・新型コロナウィルス感染症の拡大防止措置等について徹底を図るため適用条件に

追記しました。

３．特記仕様書（測量） 

  【キ その他】 

・新型コロナウィルス感染症の拡大防止措置等について徹底を図るため適用条件に

追記しました。

４．特記仕様書（地質・土質調査） 

  【キ その他】 

・新型コロナウィルス感染症の拡大防止措置等について徹底を図るため適用条件に

追記しました。

５．特記仕様書（用地測量） 

  【ク その他】 

・新型コロナウィルス感染症の拡大防止措置等について徹底を図るため適用条件に

追記しました。

６．特記仕様書（用地調査） 

  【オ その他】 

・新型コロナウィルス感染症の拡大防止措置等について徹底を図るため適用条件に

追記しました。



工事における新型コロナウイルス感染症の拡大防止措置等に関する特記仕様書

本工事における新型コロナウイルス感染症の拡大防止措置等については、以

下により徹底を図るものとする。 

（１）工事の円滑な施工確保を図る観点から、本工事の現場等のみならず関係

する会社・事務所等も含め、現場状況などを勘案しつつ、アルコール消

毒液の設置や不特定の者が触れる箇所の定期的な消毒、手洗い・うがい

など、感染予防の対応を徹底するとともに、すべての作業従事者等の健

康管理に留意すること。

（２）新型コロナウイルス感染症については、特に、①密閉空間、②密集場所、

③密接場面という３つの条件（以下「三つの密」という。）が同時に重な

る場では、感染を拡大するリスクが高いことから、建設現場等における

朝礼・点呼や現場事務所等における各種の打合せ、更衣室等における着

替えや詰め所等での食事・休憩など、元請事業者をはじめ、下請事業者

等の多人数が集まる場面や密室・密閉空間における作業などにおいては、

他の作業従事者と一定の距離を保つことや作業場所の換気の励行など、

三つの密の回避や影響を緩和するための対策に万全を期すこと。 

（３）工事等の関係者が「特定警戒都道府県」から作業等に従事する必要があ

る場合は、受発注者で協議を行い、感染拡大防止のための適切な対応を

とること。

（４）感染拡大防止対策を実施するために追加で費用を要する場合は、設計変

更の対象とするため、監督員と協議を行うこと。ただし、感染防止対策

について施工計画書に記載した上で履行することを前提とする。

設計変更の対象とする感染拡大防止対策に係る費用（例） 

＜共通仮設費＞ 

●労働者宿舎における密集を避けるための、近隣宿泊施設の宿泊費・

交通費

●現場事務所や労働者宿舎等の拡張費用・借地料

※いずれも、その後の積算における現場管理費率や一般管理費等率に

よる計算の対象外とする。

【一部の特記仕様書を抜粋して掲載しています】



 

 

＜現場管理費＞ 

●現場従事者のマスク、インカム、シールドヘルメット等の購入・リ

ース費用 

●現場に配備する消毒液、赤外線体温計等の購入・リース費用 

●遠隔臨場やテレビ会議等のための機材・通信費 

※いずれも、その後の積算における一般管理費等率による計算の対象

外とする。 

 

なお、ここに掲げる例のほかにも、感染拡大防止のために必要と認

められる対策については、設計変更を行うことを妨げない。 

 

（５）新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のため、「工事の一時中止や工

期の延長」が必要な場合には、監督員と協議を行うこと。 

 

（６）作業従事者等が新型コロナウイルス感染症の感染者及び濃厚接触者（以

下「感染者等」という。）であることが判明した場合は、速やかに監督員

に報告すること。また、保健所等の指導に従い、感染者等の自宅待機な

どの適切な措置を講じること。 

なお、感染者等であることが判明した場合は、本工事のみならず、受

注者が本県と契約中の全ての工事について、一時中止の措置を行う場合

がある。 



 

 

業務における新型コロナウイルス感染症の拡大防止措置等に関する特記仕様書 

 

本業務における新型コロナウイルス感染症の拡大防止措置等については、以

下により徹底を図るものとする。 

 

（１）業務の円滑な履行確保を図る観点から、業務の現場等のみならず関係す

る会社・事務所等も含め、現場状況などを勘案しつつ、アルコール消毒

液の設置や不特定の者が触れる箇所の定期的な消毒、手洗い・うがいな

ど、感染予防の対応を徹底するとともに、すべての作業従事者等の健康

管理に留意すること。 

 

（２）新型コロナウイルス感染症については、特に、①密閉空間、②密集場所、

③密接場面という３つの条件（以下「三つの密」という。）が同時に重な

る場では、感染を拡大するリスクが高いことから、事務所等における各

種の打合せ、更衣室等における着替えや食事・休憩など、多人数が集ま

る場面や密室・密閉空間における作業などにおいては、他の作業従事者

と一定の距離を保つことや作業場所の換気の励行など、三つの密の回避

や影響を緩和するための対策に万全を期すこと。 

 

（３）業務等の関係者が「特定警戒都道府県」から作業等に従事する必要があ

る場合は、受発注者で協議を行い、感染拡大防止のための適切な対応を

とること。 

 

（４）感染拡大防止対策を実施するために追加で費用を要する場合は、設計変

更の対象とするため、監督員と協議を行うこと。ただし、感染防止対策

について業務計画書に記載した上で履行することを前提とする。 

 

設計変更の対象とする感染拡大防止対策に係る費用（例） 

 

＜直接経費等＞ 

●作業従事者のマスク等の購入費用 

●事務所等に配備する消毒液、赤外線体温計等の購入・リース費用 

●遠隔臨場やテレビ会議等のための機材・通信費 

※いずれも、その後の積算における一般管理費等率等（全間接費）に

よる計算の対象外とする。 



 

 

 

なお、ここに掲げる例のほかにも、感染拡大防止のために必要と認

められる対策については、設計変更を行うことを妨げない。 

 

（５）新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のため、「業務の一時中止や履

行期間の延長」が必要な場合には、監督員と協議を行うこと。 

 

（６）作業従事者等が新型コロナウイルス感染症の感染者及び濃厚接触者（以

下「感染者等」という。）であることが判明した場合は、速やかに監督員

に報告すること。また、保健所等の指導に従い、感染者等の自宅待機な

どの適切な措置を講じること。 

なお、感染者等であることが判明した場合は、本業務のみならず、受

注者が本県と契約中の全ての業務について、一時中止の措置を行う場合

がある。 



事  務   連   絡 

令和２年４月２８日 

各発注機関の長 様 

三重県県土整備部理事 

（三重県公共事業総合推進本部副本部長） 

建設現場等における新型コロナウイルス感染症の拡大を防止するための 

チェックリストの活用について（送付）

本県発注の工事及び測量・調査・設計等の業務の感染拡大防止対策の徹底について

は、「新型コロナウイルス感染症に係る緊急事態措置の対象が全国に拡大されたこと

に伴う工事及び業務の対応について」（令和２年４月２２日付け県土第０３－２５号）

により、適切な対応をお願いしているところです。 

建設現場等における感染拡大防止対策の徹底は、発注者に対しても求められていま

す。そこで、取組事例を示したチェックリストを作成しましたので、受注者との協議

時に活用いただき、対策の徹底をよろしくお願いします。 

なお、受注者が追加で費用を要する対策を実施する場合は、受発注間で設計変更の

協議を行うこととなっていますので、疑義がある場合には技術管理課へ照会願います。 

また、県内各市町には当方より参考送付していることを申し添えます。 

事務担当： 

技術管理課   技術管理班   ０５９－２２４－２９１８ 

建設業課    入札制度班     ０５９－２２４－２７２３ 

公共事業運営課 公共事業運営班  ０５９－２２４－２９１５ 

【資料４】 



令和２年6月一部改正

1　共通

有 無

有 無

有 無

２　朝礼・KY活動における取組

有 無

有 無

有 無

有 無

有 無

有 無

３　現場事務所等での作業・打合せに関する取組

有 無

有 無

有 無

有 無

有 無

　・事務作業時の対人間隔の確保や窓等の開放による換気

対策の有無

対策の有無

　・朝礼時の配列間隔の確保

 　（作業員間の一定距離の確保（２ｍ程度））

　・対人間隔が確保困難な場合等の朝礼の参加人数の縮小等

　　（参加者を職長のみとし、朝礼後にグループ別に伝達事項等を共有する等）

　・伝達事項等に即した朝礼等の時間短縮や内容の効率化

　　（説明のポイントを絞った時間短縮、伝達事項が明確な資料の活用等）

　・指差し呼称や肩もみ等の接触を伴う活動の省略

　　（指差し呼称する場合には十分な距離を確保する）

新型コロナウイルス感染拡大防止対策チェックリスト　【建設現場】

　新型コロナウイルス感染拡大防止対策を徹底するため、このチェックリストを参考に、建設現場に

　おける「三つの密」の回避等に向けた取組を受発注者で協議していただき、施工計画書に反映させ

　て、確実に実施されるようお願いします。

　・朝礼時の体温測定等

　・テレビ通話ツール等の利用による現場・事務所間の遠隔開催

対策の有無

　・消毒液の使用やうがい、石鹸による手洗い励行

　・作業・打合せ時のマスク着用

　　　※夏期の気温・湿度が高い中でマスクを着用すると、熱中症のリスクが高くなるおそれがあります。

　　　　 このため、屋外で人と十分な距離（少なくとも2ｍ以上）が確保できる場合は、熱中症のリスクを考慮し、

　　　 　マスクをはずすようにしましょう。

　・体温測定等による健康管理

　・Web（TV）会議やメール・電話による対面の打合せ等の削減

　・対面で打合せ等を行う場合には十分な対面距離を確保

　　（対面距離を2.0m以上空ける、３人掛けの机を２人掛けで利用する

　　　対面とならないよう座席を配置する　など）

　・時間差による打合せの分散化や、打合せ時間の短縮・人数の縮小

　・現場事務所等のこまめな消毒の実施



令和２年6月一部改正

新型コロナウイルス感染拡大防止対策チェックリスト　【建設現場】

４　食事・休憩時における取組

有 無

有 無

有 無

有 無

有 無

有 無

５　現場作業や移動時の取組

有 無

有 無

有 無

有 無

有 無

有 無

有 無

有 無

６　その他

有 無

有 無

※受注者で自由にチェックリストを加工していただき、感染拡大防止対策の確認に努めてください。

対策の有無

　・休憩室等の窓・ドア等の常時開放や定期的な換気の励行

　・車中における食事・休憩の励行、休憩時間の分散化

 　  （時間差による休憩室や更衣室等の利用、班別の休憩取得の励行など）

　・更衣室や休憩室等での一定の対人距離の確保

　・簡易なパーティション（アクリル板等）による密接の防止

　・現場と自宅の直行直帰の推奨

　・手洗い時のタオルの撤去（ペーパータオルの利用等）

対策の有無

　・会社内における事務についても、「２　現場事務所等での作業・打合せに関する取組」

 　「３　食事・休憩時における取組」などを実施

　・その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　・重機や車両等の操作前の消毒等の徹底

　　（ハンドルや操作レバー等を消毒する、車両運転時にゴム手袋を着用する等）

　・屋外で対人距離を確保して休憩

対策の有無

　・作業員の配置のブロック分けによる密接した作業の回避

　・密室・密閉空間での換気や送風機等の使用の励行

　　（室内作業や型枠組立、内装工事など）

　・車両での移動時の同乗・相乗りを避け個別の移動を励行

　 　（現場へ移動するための車両数を増やす等）

　・県外からの入場者についての把握

　・都道府県をまたいだ移動が生じる場合は、まん延防止の対策・健康管理を徹底

　・新規入場者への感染症防止対策の喚起



令和２年6月一部改正

1　共通

有 無

有 無

有 無

２　出社等における取組

有 無

有 無

有 無

有 無

有 無

３　会議室等での作業・打合せに関する取組

有 無

有 無

有 無

有 無

有 無

有 無

　・業務時の配列間隔の確保

 　（作業員間の一定距離の確保（２ｍ程度））

　・対人間隔が確保困難な場合等の出社人数の縮小等

　・出社時の体温測定等

対策の有無

　・作業・打合せ時の対人間隔の確保や窓等の開放による換気

　・Web（TV）会議やメール・電話による対面の打合せ等の削減

　・対面で打合せ等を行う場合には十分な対面距離を確保

　　（対面距離を2.0m以上空ける、３人掛けの机を２人掛けで利用する

　　　対面とならないよう座席を配置する　など）

　・時間差による打合せの分散化や、打合せ時間の短縮・人数の縮小

　・説明のポイントを絞った打合せによる時間短縮、伝達事項が明確な資料の活用

　・会議室等のこまめな消毒の実施

　・時差出勤、退社時間の調整

新型コロナウイルス感染拡大防止対策チェックリスト　【業務委託】

　　新型コロナウイルス感染拡大防止対策を徹底するため、このチェックリストを参考に、業務に

　　おける「三つの密」の回避等に向けた取組を受発注者で協議していただき、業務計画書に反映

　　させて、確実に実施されるようお願いします。

対策の有無

　・在宅勤務・テレワークの実施

対策の有無

　・消毒液の使用やうがい、石鹸による手洗い励行

　・体温測定等による健康管理

　・作業・打合せ時のマスク着用

　　　※夏期の気温・湿度が高い中でマスクを着用すると、熱中症のリスクが高くなるおそれがあります。

　　　　 このため、屋外で人と十分な距離（少なくとも2ｍ以上）が確保できる場合は、熱中症のリスクを考慮し、

　　　 　マスクをはずすようにしましょう。



令和２年6月一部改正

新型コロナウイルス感染拡大防止対策チェックリスト　【業務委託】

４　食事・休憩時における取組

有 無

有 無

有 無

有 無

有 無

５　作業や移動時の取組

有 無

有 無

有 無

有 無

有 無

有 無

６　その他

有 無

有 無

有 無

※受注者で自由にチェックリストを加工していただき、感染拡大防止対策の確認に努めてください。

　・その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　・その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　・その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　・密室・密閉空間での換気や送風機等の使用の励行

　・車両での移動時の同乗・相乗りを避け個別の移動を励行

　 　（現場へ移動するための車両数を増やす等）

　・会社と自宅の直行直帰の推奨

　・業務機器や車両等の操作前の消毒等の徹底

　　（業務機器等を消毒する、車両運転時にゴム手袋を着用する等）

　・都道府県をまたいだ移動が生じる場合は、まん延防止の対策・健康管理を徹底

対策の有無

　・休憩時間の分散化

 　  （時間差による休憩室や更衣室等の利用、班別の休憩取得の励行など）

　・更衣室や休憩室等での一定の対人距離の確保

　・簡易なパーティション（アクリル板等）による密接の防止

　・手洗い時のタオルの撤去（ペーパータオルの利用等）

対策の有無

　・作業員の配置のブロック分けによる密接した作業の回避

　・休憩室等の窓・ドア等の常時開放や定期的な換気の励行

対策の有無



環 境 省
厚生労働省
令和2年5月

新型コロナウイルス感染症に関する情報：
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000164708_00001.html

熱中症に関する詳しい情報： https://www.wbgt.env.go.jp/

新型コロナウイルスの出現に伴い、感染防止の３つの基本である①身体的距離の確保、②マスクの着用、

③手洗いや、「３密（密集、密接、密閉）」を避ける等の「新しい生活様式」が求められています。このよ

うな「新しい生活様式」における熱中症予防行動のポイントは以下のとおりです。

「新しい生活様式」における熱中症予防行動のポイント

１ 暑さを避けましょう

・エアコンを利用する等、部屋の温度を調整

・感染症予防のため、換気扇や窓開放によって換気を

確保しつつ、エアコンの温度設定をこまめに調整

・暑い日や時間帯は無理をしない

・涼しい服装にする

・急に暑くなった日等は特に注意する

３ こまめに水分補給しましょう

・のどが渇く前に水分補給

・1日あたり１.２リットルを目安に

・大量に汗をかいた時は塩分も忘れずに

高齢者、子ども、障害者の方々は、熱中症になりやすいので十分に注意しましょう。３密

（密集、密接、密閉）を避けつつ、周囲の方からも積極的な声かけをお願いします。

４ 日頃から健康管理をしましょう

・日頃から体温測定、健康チェック

・体調が悪いと感じた時は、無理せず

自宅で静養

厚生労働省

５ 暑さに備えた体作りをしましょう

・暑くなり始めの時期から適度に運動を

・水分補給は忘れずに、無理のない範囲で

・「やや暑い環境」で「ややきつい」と

感じる強度で毎日30分程度

２ 適宜マスクをはずしましょう

・気温・湿度の高い中でのマスク着用は要注意

・屋外で人と十分な距離（２メートル以上）を確保で

きる場合には、マスクをはずす

・マスクを着用している時は、負荷のかかる作業や運

動を避け、周囲の人との距離を十分にとった上で、

適宜マスクをはずして休憩を

距離を十分にとる



建設現場「三つの密」の回避等に向けた取組事例 ①

朝礼・KY活動 における取組事例

現場事務所等での業務・打合せに関する取組事例

現場 事務所
現場と事務所間で中継用機器を使用して遠隔開催

消毒液の使用やうがい、石鹸による手洗い励行、体温測定等による健康管理と作業・打合せ時のマスク着用等、政府の対
処方針※を踏まえた対策の徹底とともに、建設現場の「三つの密」の回避等に向けて現場では様々な取組・工夫が実践

※「新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針」（令和２年５月14日変更）

サーモグラフィーカメラによる体温計測作業員間の一定距離の確保

空気清浄機を設置

現場事務所での対人間隔の確保と換気 打合せ時の十分な対面距離の確保

※
※危険予知活動

Web会議による打合せ

○ 朝礼時の配列間隔の確保 （作業員間の一定距離の確保（２ｍ程度））

○ 伝達事項等に即した朝礼等の時間短縮や内容の効率化
（説明のポイントを絞った時間短縮、伝達事項が明確な資料の活用等）

○ 肩もみ等の接触を伴う活動の省略

○ 対人間隔が確保困難な場合等の朝礼の参加人数の縮小等
（参加者を職長のみとし、朝礼後にグループ別に伝達事項等を共有する 等）

○ テレビ通話ツール等の利用による現場・事務所間の遠隔開催 等

○ Web（TV）会議やメール・電話による対面の打合せ等の削減

（例）対面距離を2.0m以上空ける、３人掛けの机を２人掛けで利用する、
対面とならないよう座席を配置する など

○ 対面で打合せ等を行う場合には十分な対面距離を確保

○ 時間差による打合せの分散化や、打合せ時間の短縮・人数の縮小

○ 朝礼時の体温測定等（非接触体温計の活用等）

○ 事務作業時の対人間隔の確保や窓等の開放による換気

○ 現場事務所等での空気清浄機の使用 等

○ マスクの入手が困難な場合の指差し呼称の省略
（指差し呼称する場合には十分な距離を確保する）

資料５

baba-k2mf
テキストボックス





現場作業や移動時の取組事例

食事・休憩時における取組事例

○ 車中における食事・休憩の励行、休憩時間の分散化
（時間差による休憩室や更衣室等の利用、班別の休憩取得の励行など）

○ 更衣室や休憩室等での一定の対人距離の確保

○ 簡易なパーティション（アクリル板等）による密接の防止

○ 手洗い時のタオルの撤去（ペーパータオルの利用等） 等

○ 休憩室等の窓・ドア等の常時開放や定期的な換気の励行

○ 密室・密閉空間での換気や送風機等の使用の励行
（室内作業や型枠組立、内装工事など） 等

○ 車両での移動時の同乗・相乗りを避け個別の移動を励行
（現場へ移動するための車両数を増やす、近隣に借地し駐車スペースを確保する等）

○ 作業員の配置のブロック分けによる密接した作業の回避

○ 現場と自宅の直行直帰の推奨

○ 重機や車両等の操作前の消毒等の徹底
（ハンドルや操作レバー等を消毒する、車両運転時にゴム手袋を着用する等）

建設現場「三つの密」の回避等に向けた取組事例 ②

ハンドルやレバー等のアルコール消毒の徹底

作業員の配置をブロック分けし密接した作業を回避

屋外で対人距離を確保して休憩パーティションで密接を防止

休憩室の窓の常時開放 時間差による休憩時間の分散化



建設現場「三つの密」の回避等に向けた取組事例 ③

内装工事等、室内の現場における取組等

○ 内装仕上げや設備工事等の室内の作業では、
工事エリアごとに区画を設定して作業

作業場所の広さ等に応じ作業所の人数を制限 （居室等への入室制限）

○ 室内には換気装置を設置し、換気を実施

○ 工程管理や内装仕上げの確認・是正にWeb
カメラや通信端末等を利用し、遠隔で実施
（データの共有、相互確認が可能）

工事エリアの区画を設定して作業

工程を分けて少人数で作業大部屋での作業も、フロア別に工程分けや人数を制限し実施

EVの操作盤等の消毒を徹底作業用エレベーターの使用のルール化 （定員を１～３名程度に限定、ポスター掲示）

集塵機を設置し室内の換気を実施 Webカメラを利用した遠隔検査

端末でチェック 内容確認・是正通信端末

通信端末で内装仕上げの確認・是正

○ 狭い場所や居室での作業は、広さ等に応じ
て入室人数を制限して実施

（入口に掲示等を行い周知、室内は窓を開けて換気）

○ 大部屋での作業等においても、あらかじめ
工程調整等を行ってフロア別に人数を制限
（また、職種別に作業日を分散して、１日の現場入場
人数を制限）

○ 作業用エレベーターは３密の回避のため
使用のルール化

（定員制限やポスター掲示による周知徹底、乗降時や
階数ボタン等の消毒の徹底）

【掲示例】

等



建設現場「三つの密」の回避等に向けた取組事例 ④

オリジナルのポスターやロゴ、看板による意識向上

○ 現場や事務所にオリジナルのポスターやロゴ、看板を設置し、「三つの密」回避等の意識向上と作業姿勢の定着を図る

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

【コロナ感染防止十則】

適正距離で行動し

不要な外出控えよう

日々の体調管理しっかりと

怪しい時はすぐ報告

出勤前の検温実施

率先しよう時差出勤

マスクは正しく要着用

休憩前のうがいと手洗い

扉をあけて部屋換気

詰所はみんなで清潔に

缶バッチ



【建設現場 『三つの密』 の回避等】 朝礼・KY活動における取組・工夫の例

立ち位置をマーキングして配列間隔を確保

朝礼の整列時に作業員間の距離を十分に確保、参加者は職長等の必要人数になるべく限定

朝礼の分散化・少人数化

朝礼時などに体温測定を実施。発熱があれば入場を制限 毎日の体温と体調を記録・チェック

作業員検温結果を
KY用紙に記載・確認

検温結果を記載



【建設現場 『三つの密』 の回避等】 現場事務所等での業務・打合せに関する取組・工夫の例

現場事務所での事務作業時は対人間隔を確保。窓等もなるべく開放して換気 シートで区切り机前の飛沫防止。段ボールも有効活用

Ｗｅｂ（ＴＶ）会議やメール・電話を活用して、対面での打合せ等はできるだけ削減

対面で打合せ等を行わざるを得ない場合には、人数を縮小し、対面距離を確保して実施。窓を開けるなど換気し、なるべく短時間で終える
サーキューレーターや
空気清浄機を設置

○その他

・ 毎日の工事打ち合わせを V-CUBE で実施 ・ 発注者との週間工程打ち合わせを Zoom で実施 ・ 立会が必要な場面において FaceTime を活用 等

※上記は報告のあった事例であり、活用するツール等については各自で適切に検討をお願いいたします



【建設現場 『三つの密』 の回避等】 食事・休憩時における取組・工夫の例

喫煙スペースも仕切りを設置して間隔を確保

休憩所や喫煙所は大人数での使用を避け、休憩や昼食時間はなるべく時差で取得。座席の配席を工夫し、密接にならないよう留意

昼食時はお互い距離をとって食事

手洗い場所はタオルを撤去、
ペーパータオルを使用

施工中の空きスペースを
オープンエアの休憩所として利用

○その他の例として、 ・ トンネルやダムなど、宿泊施設のある現場について、入浴施設に別々に入浴できるよう、一人用湯舟を４個設置
・ 宿泊施設の食堂で、朝昼晩の食事で密接にならないよう、食堂に『取り決め表』を掲示 等

詰所における時差休憩の導入

（当該事例）
午前休憩：Ａ班 09:45~10:15、Ｂ班 10:15~10:45
昼休憩：Ａ班 11:30~12:30、Ｂ班 12:30~13:30
午後休憩：Ａ班 14:45~15:15、Ｂ班 15:15~15:45

食堂はバイキングから個別配膳に変更、
人数も使用予定表を掲示して制限

A氏
C氏

B氏
D氏

E氏 F氏
G氏 H氏

I氏 J氏
K氏

A氏 B氏 C氏 D氏

E氏 F氏 G氏 H氏

I氏 J氏 K氏



【建設現場 『三つの密』 の回避等】 現場作業や移動時の取組・工夫の例

現場移動では同乗を避けて
個人で移動

現場パトロール状況

携帯webカメラで撮影した
現場状況がテレワーク
実施者のPCへ表示

テレワーク中の担当者でも、自宅でPC等で確認・指示・注意を行うことが
でき、テレワークの活用と現場における対人接触の低減に資する

重機のレバーはこまめに消毒 作業場所は定期的に換気する 作業時もなるべく離隔を確保

作業場所での手洗い励行 作業時のマスク着用

携帯Ｗｅｂカメラ着用状況 テレワークでの現場確認状況

現場の手洗い場所の増設



【建設現場 『三つの密』 の回避等】 内装工事等における取組・工夫の例

内装工事等、住戸内・密室内の作業では人数を制限し、ポスター等の掲示で周知。作業を少人数で分担するため、工程を調整して作業員数を削減

2020年4月10日

内装工事におけるコロナ感染防止対策ルール

● 作業は1部屋につき1人ずつ！
● 作業員同士の間隔2ｍ以上！
● 脚立・伸馬等の使用後はスプレーで除菌する！
● 工具の貸し借りの際はスプレーで除菌する！
● 仮設ELV使用後は操作盤等をスプレーで除菌する！
● むやみやたらに周囲を触らないこと！

室内の作業現場では、扉・窓の開放によって作業エリアを自然換気。必要に応じ扇風機も併用 換気設備の活用

空気清浄機の使用 天井裏の作業は換気が難しいため、空間除菌剤を設置 こまめに粉塵等を処理送風機を稼働し、埃を外部へ排出



【建設現場 『三つの密』 の回避等】 室内におけるその他の取組・工夫の例

携帯型音声通訳デバイスを用いた外国人労働者への注意喚起のど飴の設置（味覚異常の確認）

工事用エレベーターの定員を限定、ポスターを掲示 現場内の昇降機を
荷物専用として運用

廊下通行も並列歩行を回避

現場等の入口にサーモグラフィ等を設置し、体温を測定

フェイスガードを装着 （打ち合わせ時にも装着）

遠隔指示

遠隔報告

チャットツール

チャットツールを導入し、遠隔指示を通じて作業ができる環境を整備

エレベーターにおける人数制限、乗車位置を設定

※当該事例では「LINE WORKS」を活用

※当該事例では「ポケトーク」を活用



① 工事現場内で新型コロナウイルス感染者が発生した際の対応

現場代理人は（感染者が下請

け の場合は所属会社を通じ）

電話等で感染者の行動履歴等

を聴取

作業員の対応 現場の対応

現場全体を直ちに閉鎖

保健所の指示がある場合には指示に従い、
受注者が消毒場所を特定
消毒業者等で現場消毒実施
現場代理人、現場の安全管理者等が立会

消毒完了後、現場を再開

入院治療等

保健所が積極的疫学調査を実施し、
濃厚接触者を特定

濃厚接触者はPCR検査の対象となる。

保健所による14日間の健康観察、自宅待機。

現場代理人 現場技術者、技能者の感染が確定現場の所在地を管轄する保健所
連絡

報告・連絡・相談

発注者へ連絡

監督員

退院基準（※１）

を満たした場合、

退院可能。

注）現場再開後も検温等健康観察、マスク等の

感染拡大防止対策を徹底 注）左記フローのポイント

・感染者等の復帰には退院基準等に基

づく療養日数が必要となるが、現場は

消毒完了後に再開できる。

・一時中止できない現場では、工事継続

の観点からバックアップ体制を構築し

ておくことが 重要となる。

現場復帰

注）現場代理人が感染者になった場合の発注者側との連絡体制を整えておくこと（施工計画書への記載）。

R２．６．19～

感染者

濃厚接触者

注）保健所への連絡と同時に発注者へ連絡

※１ 退院に関する基準

「感染症の予防及び感染症の患者に対
する医療に関する法律における新型コ
ロナウイルス感染症患者の退院及び就
業制限の取扱いについて（厚生労働省
健康局結核感染症課）」による。

注）「建設業における新型コロナウイルス感染予防対策ガイドライン（令和２年５月14日版）」及び「新型コロナウイルス感染症
の陽性者等が発生した場合における衛生上の職場の対応ルール（例）（別紙４）」（国土交通省土地・建設産業局建設業課）
を参考にしてください。

【資料6】



② 発注機関で新型コロナウイルス感染者が発生した際の対応

監督員の対応 現場の対応

現場全体を直ちに閉鎖

消毒完了後、現場を再
開 ※３

入院治療等

濃厚接触者

感染者

保健所が積極的疫学調査を実施し、
濃厚接触者を特定

保健所の指示がある場
合は指示に従い、受注
者が消毒場所を特定。
消毒業者等で現場消
毒実施。
現場代理人、安全管理
者等が立会

PCR検査の対象となる。保健所による14

日間の健康観察、自宅待機。

現場代理⼈監督員の感染が確定発注機関の所在地を管轄する保健所
連絡

報告・連絡・相談

退院基準（※１）

を満たした場合、

退院可能。

※３ 現場再開・継続にあたっては、検温等健康観察、マスク等の感染拡大防止対策を徹底

業務復帰

発注機関

注）必要に応じ監督員の変更を行う

受注者

現場代理人は、現場全体の作業員に注意喚起を行うと
ともに、現場の感染拡大防止対策を徹底。

現場技術者、技能者の
感染が確定 ※２

可能な範囲で、現場の
消毒を実施

現場継続

濃厚接触者不特定濃厚接触者特定

濃厚接触者は自宅
待機 ※２

※２ 感染者及び濃厚接触者の対応は、左記と同様

R２．６．19～

注）「建設業における新型コロナウイルス感染予防対策ガイドライン（令和２年５月14日版）」及び「新型コロナウイルス感染症の陽性者等が発生
した場合における衛生上の職場の対応ルール（例）（別紙４）」 （国土交通省土地・建設産業局建設業課）を参考にしてください。

※１ 退院に関する基準

「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する
法律における新型コロナウイルス感染症患者の退院及び
就業制限の取扱いについて（厚生労働省健康局結核感染
症課）」による。



   

 

健感発０６１２第１号 

令和２年６月１２日 

都 道 府 県 

各 保健所設置市  衛生主管部（局）長 殿 

特 別 区 

 

 

                    厚生労働省健康局結核感染症課長  

（ 公 印 省 略 ）  

 

 

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律における新型コロナ 

ウイルス感染症患者の退院及び就業制限の取扱いについて（一部改正） 

 

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成 l0 年法律第 l14 号。

以下「法」という。）における新型コロナウイルス感染症の患者及び無症状病原体保有者

の退院の取扱いについて、「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律に

おける新型コロナウイルス感染症患者の退院及び就業制限の取扱いについて（一部改

正）」（令和２年２月６日健感発 0206 第１号厚生労働省健康局結核感染症課長通知）を別

添のとおり一部改正しますので、十分御承知の上、その取扱いに遺漏のないようご対応

をお願いいたします。 

本通知による改正後の取扱いについては、本日より適用することとします。なお、既

に新型コロナウイルス感染症の患者又は無症状病原体保有者として入院している者に関

して、新型コロナウイルス感染症の患者については発症日に、無症状病原体保有者につ

いては陽性確定に係る検体採取日に、それぞれさかのぼって改正後の退院に関する基準

を適用することとします。 

 



   

 

新旧対照表 
 

（傍線部分は改正部分） 

「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律における新型コロナウイルス感染症患者の退院及び就業制限の取扱い

について（一部改正）」（令和２年２月６日健感発 0206 第１号厚生労働省健康局結核感染症課長通知） 

            新 旧 

第１ 退院に関する基準 

新型コロナウイルス感染症の患者について、新型コロナウ

イルス感染症を指定感染症として定める等の政令（令和２年

政令第 11 号）第３条において準用する法第 22 条の「病原体

を保有していないこと」とは、原則として次の①に該当する

場合とする。ただし、次の②に該当する場合も差し支えない

こととする。 

① 発症日から 10 日間経過し、かつ、症状軽快後 72 時間

経過した場合 

② 発症日から 10 日間経過以前に症状軽快した場合に、

症状軽快後 24 時間経過した後に核酸増幅法の検査を行

い、陰性が確認され、その検査の検体を採取した 24 時

間以後に再度検体採取を行い、陰性が確認された場合 

また、新型コロナウイルス感染症の無症状病原体保有者に

ついては、原則として次の③に該当する場合に、退院の基準

を満たすものとする。だだし、次の④に該当する場合も退院

の基準を満たすものとして差し支えないこととする。 

第１ 退院に関する基準 

新型コロナウイルス感染症の患者について、新型コロナウ

イルス感染症を指定感染症として定める等の政令（令和２年

政令第 11 号）第３条において準用する法第 22 条の「病原体

を保有していないこと」とは、原則として次の①に該当する

場合とする。ただし、次の②に該当する場合も差し支えない

こととする。 

① 発症日から 14 日間経過し、かつ、症状軽快後 72 時間

経過した場合 

② 発症日から 10 日経過以前に症状軽快した場合に、症

状軽快後 24 時間経過した後に核酸増幅法の検査を行

い、陰性が確認され、その検査の検体を採取した 24 時

間以後に再度検体採取を行い、陰性が確認された場合 

また、無症状病原体保有者については、発症日から 14 日

間経過した場合に、退院の基準を満たすものとする。 

 

 

別添 



   

③ 発症日から 10 日間経過した場合 

④ 発症日から６日間経過した後に核酸増幅法の検査を

行い、陰性が確認され、その検査の検体を採取した 24

時間以後に再度検体採取を行い、陰性が確認された場合 

発症日とは、患者が症状を呈し始めた日とし、無症状病原

体保有者又は発症日が明らかでない場合については、陽性確

定に係る検体採取日とする。症状軽快とは、解熱剤を使用せ

ずに解熱し、かつ、呼吸器症状が改善傾向にあることとする。 

上記の核酸増幅法の検査の際に陽性が確認された場合は、

24 時間後に核酸増幅法の検査を行い、陰性が確認され、その

検査の検体を採取した 24 時間以後に再度検体採取を行い、

陰性が確認されるまで、核酸増幅法の検査を繰り返すものと

する。（①又は③に該当した場合を除く） 

なお、患者が再度症状を呈した場合や無症状病原体保有者

が新たに症状を呈した場合は、症状軽快後に上記の場合に該

当するまで退院の基準を満たさないものとする。 

 

第２ 就業制限に関する基準 

（略） 

 

 

 

 

 

発症日とは、患者が症状を呈し始めた日とし、無症状病原

体保有者又は発症日が明らかでない場合については、陽性確

定に係る検体採取日とする。症状軽快とは、解熱剤を使用せ

ずに解熱し、かつ、呼吸器症状が改善傾向にあることとする。 

上記の核酸増幅法の検査の際に陽性が確認された場合は、

24 時間後に核酸増幅法の検査を行い、陰性が確認され、その

検査の検体を採取した 24 時間以後に再度検体採取を行い、

陰性が確認されるまで、核酸増幅法の検査を繰り返すものと

する。（①に該当した場合を除く） 

なお、患者が再度症状を呈した場合や無症状病原体保有者

が新たに症状を呈した場合は、症状軽快後に上記の場合に該

当するまで退院の基準を満たさないものとする。 

 

第２ 就業制限に関する基準 

（略） 

 
 



工事現場内で新型コロナウイルス感染者が発生した際の対応（R2.6.19 見直し） 

 

・令和２年５月 14 日作成の『建設業における新型コロナウイルス感染予防対策ガイド

ライン』（国土交通省土地・建設産業局）に合わせ内容を見直し 

・令和２年６月 12 日一部改正の『感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関す

る法律における新型コロナウイルス感染症患者の退院及び就業制限の取扱いについ

て』（厚生労働省）に合わせ退院基準を見直し 

 



【資料7】 

県土第０３－２０９号 

令 和 ２ 年 ３ 月 ４ 日 

各発注機関の長 様 

三重県県土整備部長 

（三重県公共事業総合推進本部副本部長） 

新型コロナウイルス感染症対策による学校等の臨時休業に伴う監理技術者等の 

取扱いについて（送付） 

このことについて、令和２年２月２８日付け国土建第４８２号により国土交通省土地・

建設産業局建設業課長から、別添のとおり通知がありましたので、本県においても国土交

通省の通知文書に準ずるものとします。 

なお、県内各市町及び建設業団体には当方より送付していることを申し添えます。 

事務担当：建設業課  入札制度班 

  電 話：０５９－２２４－２７２３ 



 

国 土 建 第 ４ ８ ２ 号 

令 和 ２ 年 ２ 月 ２ ８ 日 

都道府県及び政令指定都市主管部局の長 殿 

国土交通省土地・建設産業局建設業課長 

 

新型コロナウイルス感染症対策による学校等の臨時休業に伴う 

建設業法上の取扱いの明確化について 

 

現在、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止について、感染の流行を早期に終息させる

ための極めて重要な時期にあり、令和２年２月 27 日の新型コロナウイルス感染対策本部におい

て、内閣総理大臣より、全国全ての小学校、中学校、高等学校、特別支援学校について、令和２

年３月２日から臨時休業を行うよう要請する旨の発言があったところです。 

このことを踏まえ、建設業法上の取扱いについて明確化しましたのでお知らせします。 

なお、学校の臨時休業などの感染拡大防止措置に伴って技術者等が確保できないといった事

情により、現場の施工を継続することが困難と認められる場合においては、必要に応じ、「施工中

の工事における新型コロナウイルス感染症の罹患に伴う対応について」（令和２年２月 25 日付け

国土入企第 52 号）の趣旨を踏まえ、工期の見直しや一時中止の措置を適切に講じるようお願い

いたします。 

貴職におかれましては、建設業者に対して適切に指導するとともに、貴管内の公共工事発注機

関等の関係行政機関及び建設業団体に対しても速やかに関係事項を周知していただくようお願

い致します。 

 

記 
 

・主任技術者又は監理技術者の「専任」の明確化について 

監理技術者等の「専任」については、「主任技術者又は監理技術者の「専任」の明確化につい

て（平成３０年１２月３日付け国土建第３０９号）」により、その取扱い等を明確化したところである

が、新型コロナウイルス感染症対策のため、全国全ての小学校、中学校、高等学校、特別支援学

校について、令和２年３月２日から臨時休業を行うよう要請されたことを受け、臨時休業に伴う育

児のため、監理技術者等が短期間工事現場を離れることについては、適切な施工ができる体制

を確保する（例えば、必要な資格を有する代理の技術者を配置する、工事の品質確保等に支障

の無い範囲内において、連絡を取りうる体制及び必要に応じて現場に戻りうる体制を確保する等）

とともに、その体制について、元請の監理技術者等の場合は発注者、下請の主任技術者の場合

は元請又は上位の下請の了解を得ていることを前提として、差し支えない。 

 

・監理技術者等の途中交代について 



 

監理技術者制度運用マニュアルにおいて、監理技術者等の工期途中での交代は、当該工事に

おける入札・契約手続きの公平性の確保を踏まえた上で、慎重かつ必要最小限とする必要があり、

これが認められる場合としては、監理技術者等の死亡、傷病、出産、育児、介護または退職等の

真にやむを得ない場合等とされているが、新型コロナウイルス感染症対策のため、全国全ての小

学校、中学校、高等学校、特別支援学校について、令和２年３月２日から臨時休業を行うよう要請

されたことを受け、臨時休業に伴う育児のため、監理技術者等が職務を継続できない場合や工期

及び工事内容に大幅な変更が発生した場合等も真にやむを得ない場合に含むものとする。 

 

・恒常的な雇用関係の取扱いについて 

監理技術者制度運用マニュアルにおいて、国、地方公共団体等が発注する建設工事で発注者

から直接請け負う建設業者の専任の監理技術者等については、所属建設業者から入札の申込

のあった日以前に３ヶ月以上の雇用関係にあることが必要とされているが、新型コロナウイルス

感染症対策のため、全国全ての小学校、中学校、高等学校、特別支援学校について、令和２年３

月２日から臨時休業を行うよう要請されたことを受け、臨時休業に伴う育児のため、当該建設業

者に要件を満たす技術者がいない場合など、緊急の必要その他やむを得ない事情がある場合に

ついては、３ヶ月未満の雇用関係であっても差し支えないこととする。 

 
以上 

 
 

 



【資料8】 

県土第 ２６－ ３４号 

令和 ２年 ３月 ５日 

各発注機関所属長 様 

三重県県土整備部長 

（三重県公共事業総合推進本部副本部長） 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止に向けた工事及び業務の 

入札等の手続の対応について（通知） 

このことについて、令和２年３月２日付け事務連絡により国土交通省土地・建設

産業局建設業課入札制度企画指導室長から、別添のとおり通知があり、本県におい

ても新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止に万全を期す観点から、工事及び測

量・設計業務（以下「工事等」という。）の入札等の手続については、下記のとお

り対応することとします。 

記 

１ 総合評価方式におけるヒアリングの実施について 

ヒアリングを３月 15 日までに実施する予定案件については、以下の対応を

取るものとする。 

① 可能であれば、３月 16 日以降にヒアリングを延期する。

② ３月 15 日までにヒアリングを実施する場合は、電話やＷＥＢによるテ

レビ会議システム等を活用する。

③ やむを得ず３月 15 日までに対面でヒアリングを実施する場合は、感染

予防の対策を徹底するとともに、ヒアリングに出席した全員の氏名を

確実に記録（様式自由）に残す。

２ 今後公告する全ての工事等について 

工事等の競争入札参加資格条件や総合評価方式の評価項目として設定して 

いる工事（業務）実績、手持工事（業務）件数について、「令和２年３月３日 

付け県土第 28-114 号の通知」により一時中止措置等を行った案件については、 

当分の間、次表のとおり取扱うこととする。 



工事等の一時中止を行

ったことにより完成が

延期される場合につい

て、変更前の工期を完成

日として、右欄の項目に

ついて評価する 

競争入札参加資格条件における企業の工事実績 

競争入札参加資格条件における配置予定技術者の

工事実績 

配置予定技術者の兼務制限における手持業務数 

総合評価方式における企業の工事実績 

総合評価方式における配置予定技術者の工事実績 

総合評価方式（特別簡易型）における手持工事件数 

総合評価方式における企業の業務実績 

総合評価方式における技術者の業務実績 

総合評価方式における技術者の手持業務件数 

３ 入札参加者への周知 

別紙（工事版、業務版）を入札情報サービスへ添付すること。 

４ 適用 

本通知日以降適用する。 

事務担当 

県土整備部 公共事業運営課 総合評価班 

℡ 059-224-2696 

建設業課 入札制度班 

℡ 059-224-2723 



三重県発注の建設工事の入札に参加される皆様へ 

お 知 ら せ 

 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止に向けた対応により、三重県が発

注した工事の一時中止又は工期の延長を行った案件については、下記のとおり

取り扱うこととします。 

 

記 

 

１ 企業の工事実績及び手持工事件数について 

   工事の一時中止又は工期の延長を行ったことにより完成が延期される場 

合について、変更前の工期を完成日として、下表の項目について評価します。 

 

競争入札参加資格条件における「企業の工事実績」 

競争入札参加資格条件における「配置予定技術者の工事実績」 

競争入札参加資格条件における「非専任での配置予定技術者の兼務制限」 

総合評価方式における「企業の工事実績」 

総合評価方式における「配置予定技術者の工事実績」 

総合評価方式（特別簡易型）における「手持工事件数」 

 

２ 問い合わせ先 

   【入札等の手続に関すること】 

     三重県 県土整備部 建設業課 入札制度班 

      電話 ０５９－２２４－２７２３ 

 

   【総合評価方式に関すること】 

     三重県 県土整備部 公共事業運営課 総合評価班 

      電話 ０５９－２２４－２６９６ 

 

 

別紙（工事版） 



三重県発注の業務委託の入札に参加される皆様へ 

お 知 ら せ 

 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止に向けた対応により、三重県が発

注した業務の一時中止又は工期の延長を行った案件については、下記のとおり

取り扱うこととします。 

 

記 

 

１ 企業の業務実績及び技術者の手持業務件数について 

   業務の一時中止又は工期の延長を行ったことにより完成が延期される場 

合について、変更前の工期を完成日として、下表の項目について評価します。 

 

配置予定技術者の兼務制限における「手持業務数」 

総合評価方式における「企業の業務実績」 

総合評価方式における「技術者の業務実績」 

総合評価方式における「技術者の手持業務件数」 

 

２ 問い合わせ先 

   【入札等の手続に関すること】 

     三重県 県土整備部 建設業課 入札制度班 

      電話 ０５９－２２４－２７２３ 

 

   【総合評価方式に関すること】 

     三重県 県土整備部 公共事業運営課 総合評価班 

      電話 ０５９－２２４－２６９６ 

 

 

別紙（業務版） 



県土第 ２６－ ９号 

令和 ２年 ６月１５日 

各発注機関所属長 様 

三重県県土整備部理事 

（三重県公共事業総合推進本部副本部長） 

新型コロナウイルス感染症の拡大防止対策の影響に配慮した総合 

評価方式の暫定運用の変更について（通知） 

令和２年４月１０日付け県土第２６－４号で通知した新型コロナウイルス感染

症の拡大防止対策の影響に配慮した総合評価方式の暫定運用について、下記のとお

り暫定運用を変更します。 

記 

１ 総合評価方式の暫定運用 

（１）総合評価方式の評価項目について、次表のとおり取り扱うこととします。

大項目 中項目 小項目 暫定運用（R2.4.17～） 暫定運用（R2.7.1～）

人権研修受講実績対象年度 人権研修受講実績対象年度

平成３０年度から令和２年度
【対象期間　３年間】

平成３０年度から令和２年度
【対象期間　３年間】
〔変更なし〕

CPD取得実績対象年度 CPD取得実績対象年度

平成２８年度から令和元年度
（平成３１年度）
【対象期間　４年間】

平成２８年度から令和２年度
【対象期間　５年間】

大項目 中項目 小項目 暫定運用（R2.4.17～） 暫定運用（R2.7.1～）

CPD参加実績対象年度 CPD参加実績対象年度

平成３０年度又は令和元年
度（平成３１年度）
【対象期間　２年間】

平成３０年度から令和２年度
【対象期間　３年間】

設計業務（高度・標準・難度）農業農村整備事業

技術者要件
管理技術者及び照
査技術者の技術力
向上活動

農業農村工学会技
術者継続教育機構
CPDの参加実績

工事（全般）

企業の能力等 社会貢献度
人権に関する取組
実績

技術者の能力
配置予定技術者の
CPD（継続学習制
度）取組実績

各団体が発行する
CPDの取得実績

【資料９】 



（２）工事（全般）におけるＣＰＤの取得実績の換算係数の取扱い 

   評価期間を４年間から５年間に変更することに伴い、換算係数を下記のとお

り取り扱うこととします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 適用 

 令和２年７月１日以降公告（通知）する案件から適用します。 

 

３ 令和３年度の取扱い 

（１） 工事及び設計業務（農業農村整備事業）は令和３年度においても令和２年 

７月１日以降の暫定運用と同様の取扱いをします。 

  

大項目 中項目 小項目

対象年度 換算係数

R3 (1)
R2 (1)
R1 (1)
H30 (1/2)
H29 (1/4)

技術者の能力
配置予定技術者の
CPD（継続学習制
度）取組実績

各団体が発行する
CPDの取得実績

CPD取得実績対象年度

平成２９年度から令和３年度
【対象期間　５年間】

企業の能力等 社会貢献度
人権に関する取組
実績

暫定運用（R3.4.1～）

人権研修受講実績対象年度

令和元年度から令和３年度
【対象期間　３年間】

工事（全般）

 

   

大項目 中項目 小項目 暫定運用（R3.4.1～）

CPD参加実績対象年度

令和元年度から令和３年度
【対象期間　３年間】

設計業務（高度・標準・難度）農業農村整備事業

技術者要件
管理技術者及び照
査技術者の技術力
向上活動

農業農村工学会技
術者継続教育機構
CPDの参加実績

 

 

 

 

 

 

各団体が発行する CPD の取得実績評価対象年度と換算係数 

R2.4.1（標準） R2.4.17（暫定運用） 
R2.7.1 

（暫定運用変更） 

対象年度 換算係数 対象年度 換算係数 対象年度 換算係数 

Ｒ２ (1) Ｒ２ ― Ｒ２ (1) 

Ｒ１ (1) Ｒ１ (1) Ｒ１ (1) 

Ｈ３０ (1/2) Ｈ３０ (1) Ｈ３０ (1) 

Ｈ２９ (1/4) Ｈ２９ (1/2) Ｈ２９ (1/2) 

  Ｈ２８ (1/4) Ｈ２８ (1/4) 



（２）測量・設計業務は令和３年度より下記のとおり暫定運用をおこないます。 

   

大項目 中項目 小項目 暫定運用（R3.4.1～）

人権研修受講実績対象年度

令和元年度から令和３年度
【対象期間　３年間】

測量・設計業務（高度・標準・難度）

企業の能力等 社会貢献度
人権に関する取組
実績

 

 

４ 入札参加者への周知 

別紙（工事版、業務版）を入札情報サービスへ添付すること。 

また、別紙（工事版、業務版）の内容を発注機関の掲示板等で周知を行う 

こと。 

 

 

 

 

事務担当 

県土整備部 公共事業運営課 総合評価班 

℡ 059-224-2696 

       

 



 

 

 

三重県発注の建設工事の入札に参加される皆様へ 

お 知 ら せ 

 
新型コロナウイルス感染症の拡大防止対策の影響に配慮した総合評価方式の暫定 
運用について、下記のとおり暫定運用を変更します。 

 
記 
 

１ 総合評価方式の暫定運用 

（１）総合評価方式の評価項目について、次表のとおり取り扱うこととします。 

 
 

（２）工事（全般）におけるＣＰＤの取得実績の換算係数の取扱い 

            評価期間を４年間から５年間に変更することに伴い、換算係数を下記のとおり 
取り扱うこととします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 適用 

           令和２年７月１日以降公告（通知）する案件から適用します。 
 

３ 令和３年度の取扱い 

           令和３年度においても令和２年７月１日以降の暫定運用と同様の取扱いをします。 

            

 

４ 問い合わせ先 

              三重県 県土整備部 公共事業運営課 総合評価班 

               電話 ０５９－２２４－２６９６ 

大項目 中項目 小項目 暫定運用（R2.4.17～） 暫定運用（R2.7.1～）

人権研修受講実績対象年度 人権研修受講実績対象年度

平成３０年度から令和２年度
【対象期間　３年間】

平成３０年度から令和２年度
【対象期間　３年間】
〔変更なし〕

CPD取得実績対象年度 CPD取得実績対象年度

平成２８年度から令和元年度
（平成３１年度）
【対象期間　４年間】

平成２８年度から令和２年度
【対象期間　５年間】

工事（全般）

企業の能力等 社会貢献度
人権に関する取組
実績

技術者の能力
配置予定技術者の
CPD（継続学習制
度）取組実績

各団体が発行する
CPDの取得実績

大項目 中項目 小項目

対象年度 換算係数

R3 (1)
R2 (1)
R1 (1)
H30 (1/2)
H29 (1/4)

企業の能力等 社会貢献度
人権に関する取組
実績

暫定運用（R3.4.1～）

人権研修受講実績対象年度

令和元年度から令和３年度
【対象期間　３年間】

工事（全般）

技術者の能力
配置予定技術者の
CPD（継続学習制
度）取組実績

各団体が発行する
CPDの取得実績

CPD取得実績対象年度

平成２９年度から令和３年度
【対象期間　５年間】

各団体が発行する CPD の取得実績評価対象年度と換算係数 

R2.4.1（標準） R2.4.17（暫定運用） 
R2.7.1 

（暫定運用変更） 

対象年度 換算係数 対象年度 換算係数 対象年度 換算係数 

Ｒ２ (1) Ｒ２ ― Ｒ２ (1) 

Ｒ１ (1) Ｒ１ (1) Ｒ１ (1) 

Ｈ３０ (1/2) Ｈ３０ (1) Ｈ３０ (1) 

Ｈ２９ (1/4) Ｈ２９ (1/2) Ｈ２９ (1/2) 

  Ｈ２８ (1/4) Ｈ２８ (1/4) 

別紙（工事版） 



 

三重県発注の業務委託の入札に参加される皆様へ 

お 知 ら せ 

 
新型コロナウイルス感染症の拡大防止対策の影響に配慮した総合評価方式の 
暫定運用について、下記のとおり暫定運用を変更します。 

記 

１ 総合評価方式の暫定運用 

（１）総合評価方式の評価項目について、次表のとおり取り扱うこととします。 

大項目 中項目 小項目 暫定運用（R2.4.17～） 暫定運用（R2.7.1～）

CPD参加実績対象年度 CPD参加実績対象年度

平成３０年度又は令和元年
度（平成３１年度）
【対象期間　２年間】

平成３０年度から令和２年度
【対象期間　３年間】

設計業務（高度・標準・難度）農業農村整備事業

技術者要件
管理技術者及び照
査技術者の技術力
向上活動

農業農村工学会技
術者継続教育機構
CPDの参加実績

 

 

２ 適用 

 令和２年７月１日以降公告（通知）する案件から適用します。 
 

３ 令和３年度の取扱い 

（１） 設計業務（農業農村整備事業）は令和３年度においても令和２年７月１日 
以降の暫定運用と同様の取扱いをします。   

  

大項目 中項目 小項目 暫定運用（R3.4.1～）

CPD参加実績対象年度

令和元年度から令和３年度
【対象期間　３年間】

設計業務（高度・標準・難度）農業農村整備事業

技術者要件
管理技術者及び照
査技術者の技術力
向上活動

農業農村工学会技
術者継続教育機構
CPDの参加実績

 
 

（２） 測量・設計業務は令和３年度より下記のとおり暫定運用をおこないます。 

  

大項目 中項目 小項目 暫定運用（R3.4.1～）

人権研修受講実績対象年度

令和元年度から令和３年度
【対象期間　３年間】

測量・設計業務（高度・標準・難度）

企業の能力等 社会貢献度
人権に関する取組
実績

 
 

４ 問い合わせ先 

    三重県 県土整備部 公共事業運営課 総合評価班 

     電話 ０５９－２２４－２６９６ 

別紙（業務版） 



県土第０３－  ５３号 

令和２年５月２７日 

各発注機関所属長 様 

三重県県土整備部理事 

（三重県公共事業総合推進本部副本部長） 

建設工事等入札における新型コロナウイルス感染症の影響に伴う納税確認書及び

納税証明書の取扱いにかかる周知について（通知） 

このことについて、新型コロナウイルス感染症の影響により地方税法等の一部が

改正され、徴収の猶予の特例制度が施行されたことにより、徴収猶予の特例を適用

されている期間中または、特例の適用を申請中の入札参加者にかかる納税確認書、

納税証明書提出の取扱いを下記のとおりとしますので通知します。 

記 

１ 徴収猶予の特例制度期間中の入札参加者への対応 

新型コロナウイルス感染症の影響により、税務署等の関係機関に新型コロナウイ

ルス関連の徴収猶予の適用を受けるために申請した者において、納税確認書、納税

証明書が関係機関から発行されず、入札公告や入札条件で提出を求める期日まで

に納税証明書等を提出できない場合、新型コロナウイルス関連の徴収猶予以外に未

納や滞納がないことを条件に、申立書（別紙）を提出していただくことで確認を行いま

す。 

※ 納税確認書（県税事務所発行）については、新型コロナウイルス関連の徴収猶予

の許可後は発行されますので、提出期日までに許可がされていない場合のみ申

立書での対応となります。

納税証明書（税務署発行）は、徴収猶予期間中は発行されないとのことです。 

※ 申立書により確認したのち、あらためて納税確認書、納税証明書の提出は求めま

せん。

※ 県税事務所（納税確認書）と、税務署（納税証明書）で納税証明書等が発行され

ないケースが異なるため、申立書を提出する取扱いは下記のとおりとなります。

下図の発行不可の期間中で、新型コロナウイルス関連の徴収猶予以外に未納（滞

【資料１０】 



納）が無い場合のみ申立書で資格確認を行います。申立書は、あくまでも納税証明

書等が発行されない場合の対応ですので、発行される場合や有効期間内（６か月

以内）に発行された納税証明書等で確認できる場合は、納税証明書等の提出を必

ず受けてください。 

 

（図） 

             猶予申請  許可書発行                猶予期間終了 

 

                発行不可 

県税事務所（納税確認書）    

                 申立書で対応 

                           発行不可 

税務署（納税証明書） 

                          申立書で対応 

 

２ 今後の入札情報サービス及び掲示板等による周知の際は、別添お知らせをご活

用ください。 

※お知らせは三重県ホームページ（建設業のための広場）にも掲載しています。 

 

 

 

事務担当：建設業課入札制度班   

                              電話 ０５９－２２４－２７２３ 



お 知 ら せ 
 

令 和 ２ 年 ５ 月 

 

建設工事並びに測量、調査及び設計等業務委託の入札等に参加される方へ 

 

 新型コロナウイルス感染症の影響に伴う納税確認書及び納税証明書の取扱いにか

かる周知について 

 

新型コロナウイルス感染症の影響により地方税法等の一部が改正され、徴収猶予

の特例制度が施行されたことにより、徴収猶予の特例を適用されている期間中、また

は特例の適用を申請中であり、納税確認書及び納税証明書（以下「納税確認書類」と

いう。）が関係機関から発行されないため、入札公告や入札条件で提出を求める期日

までに納税確認書類が提出できない場合は、新型コロナウイルス関連の徴収猶予以

外に未納や滞納がない入札参加者にかかる納税確認書類提出の取扱いを下記のと

おりとさせていただきます。 

 

記 

 

 申立書（別紙）を提出していただくことで確認を行いますので、入札時に電子入札シ

ステムにより電子媒体で提出してください。 

 

※ 納税確認書（県税事務所発行）については、新型コロナウイルス関連の徴収猶予

許可後は発行されますので、提出期日までに許可がされない場合のみ、申立書

での対応となります。 

※ 申立書の提出による確認は、あくまでも納税確認書類が発行されない場合の対

応ですので、納税確認書類が発行される場合や、有効期間内（６か月以内）に発

行された納税確認書類がある場合は提出してください。 

 



【別紙】 

申 立 書 
年  月  日 

三重県知事 あて 

 

 

住    所 

商号又は名称 

代表者 職・氏名             ㊞ 

 

新型コロナウイルス感染症の影響に伴い、納税（徴収）の猶予制度を受ける

ため、関係機関に申請を行ったことにより、下記１の入札案件について、提出

日時までに下記２の書類を提出できないので申し立てます 

 

記 

１ 案件名： 

 

２ 提出できない書類 

（※提出できない書類にチェックをしてください。） 

□ 三重県税についての納税確認書の写し 

□ 消費税及び地方消費税についての納税証明書（その３未納税額のない証明

用）の写し 

 

３ 誓約事項（ご確認のうえ、チェックを行ってください。） 

□ 上記２の該当税目において、納税（徴収）の猶予制度で猶予を受けるもの以

外に未納及び滞納はありません。 

 

 

 

 



【資料11】 

県土第０３－２２６号 

令和２年３月１９日 

各発注機関の長 様 

三重県県土整備部長 

（三重県公共事業総合推進本部副本部長） 

工事請負契約における中間前金払に係る認定の迅速かつ円滑な実施について（送付） 

新型コロナウイルス感染症の拡大防止措置等に伴う一時中止の対応等については、令和

２年３月３日付け県土第２８－１１４号により、適切な対応をお願いしているところです。 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止に伴う工事の一時中止措置等に伴い、建設企

業の資金繰りに支障が生じることのないよう、受注者である建設企業の意向も踏まえ、別添

「工事請負契約における中間前払金に関する取扱い」第６認定方法に基づき、できる限り速

やかに前金払を行うなど、中間前金払の迅速かつ円滑な実施に努めるようお願いします。 

事務担当：建設業課  入札制度班 

  電 話：０５９－２２４－２７２３ 



工事請負契約における中間前払金に関する取扱い 

 

第１ 趣旨 

   この取扱いは、三重県、三重県教育委員会、三重県警察本部が発注する建設工事（以下

「工事」という。）における、三重県建設工事執行規則（昭和３９年三重県規則第１６号、

以下「執行規則」という。）第９条第２項に基づく中間前払金に関する取扱いについて、必

要な事項を定めるものとする。 

 

第２ 対象工事 

中間前金払の対象となる工事は、請負代金額が１件１００万円以上の工事で、既に前金

払の請求を行ったものとする。 

 

第３ 対象となる経費の範囲 

   中間前払金の対象となる経費の範囲は、当該工事の材料費、労務費、機械器具の賃借料、

機械購入費（当該工事において償却される割合に相当する額に限る。）、動力費、支払運賃、

修繕費、仮設費、労働者災害補償保険料及び保証料に相当する額として必要な経費とする。 

 

第４ 割合 

 中間前払金の割合は、請負代金額の１０分の２（債務負担行為に係る契約にあっては、

当該年度の出来高予定額の１０分の２）以内とする。ただし、中間前払金を支出した後の

前払金の合計額が請負代金額の１０分の６（債務負担行為に係る契約にあっては、当該年

度の出来高予定額の１０分の６）を越えてはならないものとする。 

 

第５ 要件 

   次の（１）～（３）の要件をすべて満たす場合に、中間前払金を請求できるものとする。

なお、工期及び請負代金額に変更があった場合の要件の適用については、中間前払金 

認定請求時点の工期及び請負代金額によるものとする。 

 （１） 工期の２分の１（債務負担行為に係る契約にあっては、当該年度の工事実施期間の

２分の１）を経過していること。 

 （２） 工程表により工期の２分の１（債務負担行為に係る契約にあっては、当該年度の工

事実施期間の２分の１）を経過するまでに実施すべきものとされている当該工事に係

る作業が行われていること。 

 （３） 既に行われた当該工事に係る作業に要する経費が請負代金額の２分の１（債務負担

行為に係る契約分にあっては、当該年度の出来高予定額の２分の１）以上の額に相当

するものであること。 

 

第６ 認定方法 

１ 当該工事を担当する発注機関の長は、受注者から中間前払金認定請求書（三重県建設工

事執行規則の施行に関し必要な書類の様式を定める要綱（以下「要綱」という。）第３９号

様式）の提出があったときは、第５の要件のすべてを満たしているかどうかを調査するも

のとする。 

なお、要件の認定にあたり、工事現場等に搬入された検査済の材料等があるときは、そ

の額を認定対象とする出来高に加算することができるものとする。 

 ２ 前項の調査は、当該工事の監督員（以下「認定者」という。）が行うこととし、認定者は、



要件を三重県公共工事共通仕様書第１１号様式の工事履行状況報告書により確認できるも

のとする。 

 ３ 認定者は、調査の結果、第５の要件のすべてを満たしていると認めるときは、中間前払

金認定調書（要綱第４０号様式）を２部作成し、１部を受注者に交付し、１部を受注者の

提出する前金支払請求書（要綱第２６号様式）に添えて保管するものとする。 

 ４ 中間前払金の認定は、認定の請求を受けた日から原則として７日以内（三重県の休日を

定める条例（平成元年三月二十九日三重県条例第２号）第１条に規定する県の休日を除く。）

に行うものとする。ただし、受注者からの提出書類に不備等があった場合、その他特別の

事情があるときは、この限りではない。 

 

第７ 中間前払金の支払 

   中間前払金の認定を受けた受注者が中間前払金の支払いを請求しようとする場合は、保

証事業会社と中間前払金に関し、公共工事の前払金保証事業に関する法律（昭和２７年法

律第１８４号）第２条第５項に規定する保証契約を締結し、その保証証書を発注者に寄託

するとともに、前金支払請求書を発注者に提出するものとする。 

 ２ 発注者は、前項の請求を受けた日から１４日以内に中間前払金を支払わなければならな

い。 

 

第８ 中間前金払と部分払の選択 

 中間前金払と部分払は選択制とし、契約締結時に受注者が選択するものとする。 

なお、契約時に中間前金払を選択した場合であっても、債務負担行為に係る工事におけ

る各年度の出来高予定額（最終年度に係るものを除く。）に係る当該年度末の出来高に対す

る部分払をすることができるものとする。 

 

（平成２８年４月１日改正） 

 

 

 




